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4．おわりに
1．はじめに
　日本の生命保険会社の販売慣行をめぐるトラブルが深刻化している。販売手法を争点とした
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）訴訟や保険犯罪が多発し，成功要因とされてきた大量性要件充足のための販売指向型の経営の
弊害が問題視され始めている。これまでの日本の生命保険会社では，大量契約獲得による量的
拡大という目標を最優先した販売政策に従い，経済成長とともに安定的な成長を続け，市場規
模は拡大を続けた。このような政策は，コストを補って余りあるベネフィットを根拠に，法律
や業界の自主規制を遵守している限り，特に問題にされることはなかった。このため，倫理的
課題事項が生じても，さらなる契約獲得が優先され，政策の見直しには及ばなかった。しかし，
　　　　　　　　　　　　　　　　　②経営環境の悪化による保有契約高の減少に加え，保険犯罪等による保険の誤用や悪用が増加す
1）水島〔1999〕p．11。広海〔1991〕はこのような販売政策を「大量販売なくして保険サービスなし」と表現
　する（p．60）。
2）日本の生命保険会社の保有契約金額は1997年度に初の減少に転じ，1998年度は対前年比97．0％の1909兆
　2754億円となった（『1999年版生命保険ファクトブック』p．18）。
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　　　　　（3｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
る現状では，量的拡大によるベネフィットが減少し，逆にコストは増加している。また，販売
慣行をめぐっては，生命保険会社や生命保険業界全体に多大なコストをおよぼす社会問題が引
き起こされやすい。これに対し，規制当局や生命保険業界，また個別企業として，制度による
対策導入といった迅速な対応が行われるようになってきているが，問題が表面上解決しても根
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）本的な解消に至らず，生命保険会社の信用を失墜させている。このことは，続発する問題に遵
法という基準だけでは対応しきれず，その前提条件として，生命保険会社の販売政策導入指針
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥
の倫理的レベルでの正当性が問われる事態に及んでいることを示している。
　さらに，販売慣行をめぐる問題は，営業職員とその直属管理者レベルの問題として限定的に
　　　　　　　　　　　（7）捉えられる傾向にあった。しかし，その経営全般への影響から，経営者の経営判断上の問題と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）して全社的に対処すべきものと言える。そこで本稿では，日本の生命保険会社の販売政策を経
営者の経営判断上の倫理的課題事項として捉える。そして特に大量契約を確保することから生
じる問題を中心に，現行の販売政策の倫理的レベルでの正当性について検討を行い，問題解決
の指針を明らかにしていく。
3）この結果は統計上は必ずしも明確ではない。例えば，凶悪な保険金殺人が昭和40年代後半から急増したが，
　最近は統計上は鎮静化傾向にある。しかしこれに対しては，実務家からは「手口が巧妙になり潜在化した
　結果（長谷川〔1996〕p．4）」という見方が示されている。
4）1998年7月に和歌山県で発生した毒物混入事件をきっかけにした保険金詐欺疑惑発覚直後から，保険金等
　の不正受給目的の毒物混入の狂言が相次いだことは，契約の量的拡大が引き起こしたコスト増加の一例と
　も言える。
5）例えば注4）の事例発覚後，生命保険会社の審査体制と営業職員の管理体制への非難が強まった。これに
　対し生命保険協会では「ご契約内容登録制度」の登録期間を延長し，登録対象契約数の拡大を行っている。
　また個別企業としても，生命保険の悪用を防ぐための①契約引受時，②変更手続き時，③保険金支払時に
　おける契約審査体制の必要性を強調している。具体的な取り組み強化策としては，①加入時の診査に際し
　ての本人確認，②法人が受取人の場合の遺族への連絡，③支払請求が多い契約者についての請求内容のチ
　ェック強化④ご契約内容登録制度の対象拡大を挙げ，さらに営業職員教育の強化についてとりあげている
　　（平成11年版N生命保険ディスクロージャー誌，p．26）。また，既契約の転換をめぐりトラブルが多発し
　ていることに対し，金融監督庁では「保険会社に関する事務ガイドライン」において顧客説明に関する監
　督強化を，「社内体制の整備に関する事務ガイドライン」において営業職員への指導体制に関する監督強
　化を表明している（日本経済新聞（1999／10／30））。
6）注25）でとり上げる団体定期保険をめぐる事例はこの一例である。本稿で使用する「倫理的レベル」とは
　社会から期待されているレベルであり，具体的には法律を遵守することを最低限のレベルと考えること，
　問題のある慣行を防止すること，等を想定している。このため，企業の社会貢献プログラムを実施するよ
　うな，社会から望まれているレベルとは別次元の問題である。より詳細な分類については3－1で改めて言
　及する。
7）保険学のテキストにおける販売慣行に関する問題の取り上げ方はこのようなものが多かった。しかし，例
　えばDorfman〔1998〕ではエージェントに関する章の付録の中で，エージェントに関する倫理的課題事項
　を五点取り上げ，保険の専門職にある者が倫理的な選択をするのは当然であり，これなしには成功しない
　　と述べている（pp．144～152）。同書の第五版（1994年発行）までは法的課題事項のみが取り上げられてい
　たが，第六版（1998年発行）からは倫理的課題事項が加わった。
8）アメリカのマーケット・コンダクト問題ではエージェントが犯した違法行為に対し，生命保険会社の経営
　者は法的責任に加えた倫理的責任を追及されている。この問題に対するアメリカの生命保険業界の対応に
　ついては大畑〔1998〕を参照のこと。
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2．生命保険会社の販売政策と倫理的課題事項の発生
2－1　保険メカニズムと販売政策一大量性要件充足の必要性一
　保険の技術的基礎は大数の法則に求められる。大量性要件の充足は保険経営が第一に心掛け
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）るべき目標とされ，営業部門ないし募集制度の意義はこの点にあると言われる。しかし，契約
者に公平な負担を課すために契約を選択し適正な引受条件を示す上で，リスクの同質性と大量
性とは厳密には二律背反の関係にある。このため，実務においてはほほ伺質のリスクをなるべ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　amく多数集めるという現実的な解決策がとられる。また，保険商品は無形財であり，条件付き請
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aD求権の取引をする，といった他の商品とは異なる特徴を持ち，その需要は潜在的になりやすい。
このため，生命保険会社は大量性要件の充足のために，契約者の需要を喚起する積極的な販売
政策を必要とする。
　ところで，理論上は契約者は生命保険会社側から保険加入時に商品内容に関する十分な説明
を受け，内容を十分に理解した上で契約を締結する。しかし，実際は大量契約獲得による量的
拡大を優先させるため，商品説明からアンダーライティング，さらにクレイム処理に至るまで
簡略化傾向にある。このため，解釈が必要な情報商品である保険商品を提供していく上で，問
　　　　　　ω題が生じている。
　日本の生命保険会社では，大量の営業職員を導入し積極的な販売活動を行うことで，大量の
新契約を獲得し保有契約高を順調に増加させてきた。これが生命保険会社の成功要因であり，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a3｝契約関係者の効用，さらには社会的効用を高めてきた。しかし同時に，保険制度運営上の阻害
　　　　　　　　　　　　　　　　aの要因にもなっているのは確かである。
2－2　販売政策をめぐる倫理的課題事項の発生
9）水島〔1999〕P．11。
10）水島〔1999〕pp．23～24。
11）保険商品の特徴については須田〔1994〕pp．90～94を参照のこと。
12）生命保険会社にとって，量的拡大を優先させるあまり契約獲得自体が目的化すると，契約者に契約内容に
　　ついて十分な説明をして，理解を得た上で契約を締結するよりも，商品の利点のみを強調し，契約獲得に
　直結させる傾向がある。このような実務により，情報不足の契約者が増加し，様々なトラブルが引き起こ
　　されている。売り手と買い手の間での売買成立のための情報提供に関する必要十分条件についてはHolley
　　〔1987〕pp．4～5等を参照のこと。さらに，このような実務は保険の悪用を意図した加入者には契約締結
　　の余地を与えることになる。
13）保険が社会に与えるコストとベネフィットについては，Dorfman〔1998〕pp．13～14，　Williams，Jr．，et　al．
　　〔1998〕pp．379～383等を参照のこと。
14）例えば，最近の経済動向を反映した，営業職員数が大幅に減少しているが，より根本的な減少原因として
　　営業職員に対する厳しいノルマ指摘されている（東京新聞（1999／7／9））。営業職員のターンオーバーは，
　　コスト面だけでなく募集業務の質を高める上でも問題になっている。生命保険会社の募集組織の意義とタ
　　ーンオーバー問題の詳細については水島〔1999〕pp．157～160を参照のこと。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a5）　販売政策をめぐっては，社内の部門間でも必ずしも利害が一致するとは限らない。しかしこ
れまでは大量性要件の充足により，制度が円滑に機能してきたため，販売政策をめぐる利害の
対立は特に問題視されてはこなかった。しかし，保険技術的制約を抗弁として，無制限の量的
拡大とそれに伴い発生する倫理的課題事項への対応が不十分であったため，まずは生命保険会
社内部で行動指針をめぐる混乱が生じてきた。そして特に営業職員が契約者に実際に販売活動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a励を行う際に矛盾が表面化しやすく，その影響は最終的に契約者に波及する。
　保険会社の経営者にとって，保険団体の収支が安定し長期的に経営が安定することが自己の
　　　　　　　　　　　an効用を高めることになる。これに対し，契約者の保険加入動機は純然たる自助精神にもとつく
　　　　　　　　　　　α⑳ことは自明の事実である。つまり，経営の安定が目的の生命保険会社と保障ニーズを満たすご
　　　　　ag）とで期待効用が高まる契約者では，保険取引への参加動機が根本的に異なる。しかし，生命保
険会社が大量性要件の充足のために加入条件を緩和すれば，短期的には契約者の保障入手可能
性を高めることになり，結果的に両者の利害は一致する。また，実際の契約において両者を仲
介する営業職員とその直属管理者レベルでも，契約の量的拡大はノルマ達成という目標と一致
する。このため，このレベルでの保険取引への参加動機はさらに異なるものの，大量性要件の
充足は歩合給の増加，さらには自己の雇用確保に直結するため，効用を高めることになる。
　従って，現行の販売政策によりコストを補って余りあるベネフィットがもたらされていた時
点においては，コストは存在していても，各関係者の効用が高められていたため特に問題視さ
れることはなかった，といえる。しかし，大量性要件の充足が困難な状況になってくると，ベ
ネフィットが減少する一方で，契約獲得という目標を達成することだけを重視した販売政策導
入指針がトラブルを引き起こすようになり，潜在的だったコストが表面化してきたと捉えられ
15）販売に際しては，大量の営業職員を動員して新契約を獲得し，保有契約高を増加させる必要がある。しか
　　し，良質の契約を確保するためには，厳格な契約審査体制が必要で，大量性より同質性が優先される。生
　　命保険会社の機能別に部門化された組織の概要についてはBlack，Jr．＝Skipper，Jr．〔1994〕pp．840～843，
　　査定業務の内容については同書pp．639～691，各部門の業務遂行上のコストの他部門への影響については
　　Williams，Jr．，et　al．〔1998〕pp．388～393を参照のこと。
16）広海〔1991〕p．53。保険会社の現行の販売体制に対する批判については水島〔1999〕pp．9～11を参照のこ
　　と。生命保険協会の平成10年度の生命保険相談受付状況では，苦情の発生原因の約47％が営業職員に起因
　　したものであり，そのうち新契約関係が約半分になっている（『インシュアランス（生保版）」第3856号（1999／
　　7／22）　p．16）。
17）近代保険においては，保険団体の組織者としての保険者の存在が不可欠の前提であり，しかもその活動が
　　企業者動機により裏付けられることが特徴的である（水島〔1999〕p．12）。
18）水島〔1999〕p．11。
19）Friedman＝Savage〔1948〕で明確にされたリスクを伴う選択を保険市場に適用することで，リスク回避
　　者（risk　averter）が自己の平均的な期待損害を超えた，付加保険料部分を含む保険料を進んで支払う理
　　由が説明される。詳細は須田〔1994〕pp．79～82を参照のこと。さらに，不確実性下の経済主体の行動基
　　準である期待効用基準とリスク回避者の行動については須田〔1994〕pp．63～67を参照のこと。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　¢uる。生命保険会社の販売政策は各関係者の利己主義的な行動を助長した一因であり，倫理的課
題事項として認識し対処する必要が高まっている。
3．大量性要件の充足と生命保険会社の企業倫理
3－－1　企業の社会的責任と社会的期待
表3－1　企業の社会的貴任と社会的期待
社会的期待 社会的責任の類型 具　体　例
会社から望まれている フィランソロフィックな責任
Desired　of　BusinessPhilanthropic企業の会社貢献プログラム
by　Society Responsibility
会社から期待されている 倫理的責任 問題のある慣行を防止する
Expected　of　BusinessEthical 法精神の遵守、遵法は最低限のレベルの行動と考える
by　Society Responsibility倫理的なリーダーシップ
社会から義務づけられている 法的責任 規制に付随する全ての法に従う
Required　of　BusinessL gal 外国の不正行為禁止法に従う
by　Society Responsibility全ての契約上の責務を遂行する
社会から義務づけられている 経済的責任 利潤極大化、売上高最大化、コスト最小化、賢明な
Required　of　Business
b凵@Society
Economic
qespons｛bility
経営戦略策定、魅力ある配当政策
出所：Carroll〔1996〕p．38より作成
　企業の倫理的行動への期待が高まり，企業の社会的責任として認識されてきている。Carroll
〔1996〕によると，企業の社会的責任は経済的責任，法的責任，倫理的責任，・フィランソロフィ
ックな責任の四層構造から成る。これらを企業に対する社会的期待と関連付けると表3－1のよう
に分類される。企業にとって社会から義務づけられた経済的責任と法的責任を果たすのは当然
で，さらに遵法を最低限のレベルとする，といった社会から期待されている倫理的責任を果た
　　　　　　　　　　　⑳すことが求められている。しかし企業倫理への期待レベルと現実レベルの乖離が進み，問題が
深刻化している。
　金融サービス業では業務遂行上の価値基準として，公平と公正が求められるが，．厳格な規制
が課されてきたため，関係者に法律を遵守しさえすれば問題がない，という認識が浸透しやす
20）利己主義は心理的利己主義と倫理的利己主義に分類されるが，前者はすべての人間は自分自身で認知した
　　利己心のもとで常に行動するよう動機づけられているという記述理論を，後者は人間は自分自身の最高の
　　利益をべ一スとして行動すべきであるという規範理論を示すものである。快楽だけを対象とし，他人の快
　　楽のためには行動できないと捉えることは利己主義に対する誤解である。（Shaw・Barry〔1998〕p．53）
　　従って，自己の保障ニーズを満たすことを最優先させる契約者と，自社の利益の極大化を図る生命保険会
　　社の行動は倫理的利己主義により正当化可能ではある。しかし，全関係者の合意を得るのは困難であり，
　　利害の対立が生じる。
21）　Carroll　〔1996〕　PP．35～41．
22）　Carroll〔1996〕P．110．
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　　　　　⑳いと言われる。厳格な規制が課される日本の生命保険会社では特にこの傾向が強く，高いレベ
　　　　　　　　　　　　　　⑳ルの企業倫理を求められながら，規制産業特有の規制に従うだけの倫理的配慮が不十分な経営
　　　　　　㈲が行われてきた。生命保険会社が企業として存続し，保険団体を運営していくことは，最低限
の責任を果たすことにすぎない。さらに，社会に対して適正な価格の良質なサービスを効率的
な方法で提供していればよいだけでなく，保険商品の特性をふまえ，保険業が経済全体の発展
に寄与していることを認識した行動が求められる。
　販売政策に関する経営判断においては，契約獲得という結果が絶対的な評価基準とされ，遵
法以上の善悪の価値判断は行われてこなかった。そして，契約獲得競争が激化し，潜在的な需
要喚起のための販売手法がエスカレートしても，自らの行為の善悪を判断する指針が明確でな
いため，違法行為として認定されない限り，生命保険会社の販売政策の十分な見直しは行われ
なかった。この結果，様々なトラブルが生じ，生命保険会社の信用を失墜させ，多大なコスト
　　　　　　　　　　　㈱をもたらすことになった。また，規制緩和をはじめ経営環境の変化により，企業活動の自由度
は増してきた。しかし同時に，企業として存続していくためには，普遍性のある価値基準の枠
組みの中で自らの行動を再評価，再構成し，それに従い自主的に理念や目標を設定し，自らの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　¢の行動を律していく体制を築くことが急務となってきている。このため，生命保険会社は自社の
販売政策導入指針の倫理的レベルでの正当性を証明する必要がある。
3－2　販売政策の倫理的証明
3－2－－1　経営判断の倫理的レベルでの正当性証明の必要性
　ビジネスの領域で倫理的課題事項が生ずる原因としては，個人的な利得と利己心，利潤のた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳めの競争圧力，企業目標と個人の価値観の関係といったものが挙げられる。そして業務上で倫
23）Boatright〔1999〕p．7．
24）金融ビッグバンに伴い保険監督は緩和傾向にあるものの，日本の保険業界をめぐっては，依然として厳格
　　な実体的監督主義が採用されている。
25）法律に従った行為は保険の専門職にある者が顧客に対し負っている最低限の責任を表すものである場合が
　　多い（Dorfman〔1998〕p．149）という指摘がある。例えば保険加入時の情報提供は約款に加え「ご契約
　　のしおり」の交付により行われる。「ご契約のしおり」の交付は法制化されたものではないが，業界の自
　　主規制に従って行われている。
26）例えば団体定期保険をめぐり生じた社会問題では，法律だけを基準にすれば，生命保険会社の責任は限定
　　される。しかし，生命保険会社の販売手法は違法行為ではなくても，倫理的レペルでの正当性を問題にす
　　れば，改善すべき余地が多いことも明らかである。この問題については中林〔1998〕で言及している。
27）アメリカでは1980年代に「小さな政府」を目指す規制緩和が進行し，政府主導型の行政指導や産業政策な
　　どの規制に頼って動いていればよかったそれまでの企業は根本的な変革を余儀なくされた。このような状
　　況下では，規制緩和を進めながら，どこまで透明で公正な市場を作り出せるかが問題となる（梅津〔1994〕
　　p．38，42）。現在の日本の生命保険業界は同様の課題に直面していると捉えられる。
28）　Post，et　al．〔1999〕　pp．107～112．
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表3－2　倫理的証明の方法
手段（方法） 決定要因 以下の場合には行為はﾏ理的である 制　　　約
功利主義 コストとベネフBットの比較
最終的なべネフィット
ｪ最終的なコストを上
?
人的・社会的コストのうち測定困難なものがある
ｽ数派は少数派の権利を考慮しないかもしれない
権利 権利を尊重 基本的人権が尊重され 権利のコンフリクトの均衡が困難
正義
i功利主義の修正） 分配の公平
コストとベネフィット
ｪ公平に分配される
コストとベネフィットの測定が困難
?ｽな分配への合意の欠如
出所：Post，　et　a1．〔1999〕p．129
理的課題事項が発生した時に倫理的結果を生むためには倫理的証明が必要となる。この証明に
際しては，功利主義，権利，功利主義の修正としての正義といった規範倫理理論が用いられる
が，表3－2で示されるように，各証明方法には利点と様々な制約条件が存在するため，これらは
　　　　　　　　　　　　　　　伽）同時に試みられなくてはならない。この結果，証明内容は様々なものになりうるが，経営者に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　儲①よる最終的な善悪の判断は一定方向に向かうことになる。
3－2－2　倫理的証明
　保険会社の販売政策は功利主義的根拠に基づき正当化されてきたと捉えられるものの，これ
までは倫理的レベルでの正当性までが十分には証明されてきたわけではない。そこで販売政策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳導入指針の正当性を判断し，問題点を明らかにしていく。
　功利主義は行為の結果に道徳的価値を置く規範倫理理論であり，コストを上回るベネフィッ
トが倫理的行動の条件となる。ビジネス上での意思決定での適用に有効とされ，評価基準とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲てコストーベネフィット・アナリシスが利用されるが，この際には市場の利益のための妥協は
　　　　　　　　oφ重要とも言われる。しかし，功利主義理論には，長期にわたって社会に最良の結果をもたらし，
個人と企業社会の両方により望まれる安定性と安全性を与えるであろうルールを発展させよう
29）　Post，et　a1．〔1999〕pp．129～131．
30）DeGeorge〔1999〕p．127．
31）生命保険会社の販売政策導入指針の評価に功利主義を適用すること自体の問題点については3－3で改めて
　　言及する。
32）功利主義理論とそのビジネスの領域への適用についての以下の記述は，主にStewart〔1997〕pp．73～76
　　に依拠している。功利主義を含む帰結主義理論と非帰結主義理論の違いについてはShaw＝Barry〔1998〕
　　pp．52～53を参照のこと。
33）コストーベネフィット・アナリシスは特に公共的投資決定に適した分析手法と言われる。企業倫理での適
　　用に際しては，最終的なベネフィットが最終的なコストを上回ることが行為の正当化条件とされる。詳細
　　についてはShaw＝Barry〔1998〕pp．52～53を参照のこと。
34）Stewart〔1997〕p．85．功利主義をあまり厳格に解釈しなければ，害よりも益を生み出す行為のひとつを
　　選べばよいのであって，常に最善の行為を選ばなくてもよい（DeGeorge〔1999〕p．61），とも言われる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬駐とするために使用されなくてはならない，という制約条件がある。
　前述のように，これまでの日本の生命保険会社の販売政策は，大量性要件が充足され，コス
トをはるかに上回るベネフィットをもたらしてきたため正当化されてきた。しかし，この判断
に際しては，保険会社中心の評価にしていないか，あらゆる要素を同一の尺度で評価している
か，さらに潜在的なコストをどのように評価しているか，といった問題が残されている。そし
て功利主義理論自体の問題点も考慮すると，より慎重な判断が必要となる。
　そこで，権利に基づき評価を試みる。この場合，基本的人権の尊重が倫理的行動の条件とな
¢的
る。保障ニーズを満たすために保険に加入する個々の契約者の権利は，危険の程度に応じた負
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬η担をするという義務を果たすことを条件に尊重される。関係者間の権利のコンフリクトの解消
を図るには，この点を明確にする必要がある。また，生命保険会社にも制度を円滑に運営し，
企業として存続していく権利と義務があるが，この際に他人を手段化するような行為は認めら
れない。特に現在問題にされている販売慣行をめぐるトラブルに際しては，契約者や営業職員
を契約獲得のために手段化している可能性を否定できない限り行為の正当性は認められず，問
題は改善しないと言える。
　さらに，功利主義を修正し正義を基準とする場合には，コストとベネフィットの公平な分配
　　　　　　　　　　　　㈱が倫理的行動の条件となる。この基準に従えば，保険市場では，ベネフィットだけでなくコス
トも含めて全関係者に負担を分配し，必要な人に必要な保障を適正な価格で提供することが求
められる。このため，大量性要件を充足するためには，厳密にはリスクの完全な同質性が保た
れないこと，また保険数理的公平性と社会的公平性の矛盾は避けられないものの，社会的弱者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲救済のため保険料負担に不公平が生じることも，格差原理により正当化可能である。従って，
各人に見合った適正な保険料負担を求める仕組みを維持し，その正当性を倫理的レベルで証明
35）Stewart〔1997〕p．82．
　　Shaw・Barry〔1998〕では功利主義の適用条件として，①ベネフィットがコストを上回る，②全ての要素
　　を同一の尺度（金銭価値）で表示し比較する，③意思決定者の判断をよりよいものにするために十分なデ
　　ータ収集費用と政策決定権限を与える必要性，④この分析が適さない分野について認識すること（例えば
　　人命に関わること）を挙げる（pp．58～60）。また，功利主義が組織にとっての解決策になりやすいと同時
　　に，以下のような点で混乱を引き起こすことを指摘する（pp．57～60）。①非倫理的行為の正当化可能性は
　　ないか，②客観性（効用の個人差，ケースごとの違い）が維持されているか，③長期で判断されているか，
　　④少数派の権益は確保されているか，⑤個人の権利の尊重，⑥合計としての効用で評価しているか，⑦結
　　果の不確実性。
36）DeGeorge〔1999〕では，権利は正当化しうる重要で規範的な要求ないし資格で，道徳的義務を伴うもの，
　　とされる（p．133）。
37）加入者の支払う保険料は危険の正当な対価であり，加入者相互間や保険者対加入者の関係でも，救済的あ
　　るいは慈善的な関係が存在しない（印南〔1951〕p．9）。
38）DeGeorge〔1999〕では，正義は各人にその人の与えられるべきものを与えること，平等な者を平等に扱
　　い，不平等なものを不平等に扱うこと，と表現される（p．128）。
39）この矛盾は内部補助として現れる（Black，Jr．・Skipper，Jr．〔1994〕p．12）。あらゆる保険には何らかの
　　内部補助（subsidization）が存在する。内部補助については，　Dorfman〔1998〕pp．31～32等参照のこと。
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することにより，現行の政策は正当化される。しかしこの際には，保険の不正利用を意図して
加入する利己主義的な契約者と社会的弱者や少数派の権利を明確に区別した対応が不可欠であ
る。
　以上のように，生命保険会社にとって唯一絶対的に正当化される販売政策は存在しないが，
どの方法でも保険数理的公平性を保ち，制度を正常に機能させることが基本である。無制限の
量的拡大を図ることはもちろん，契約審査体制を過度に厳格化しても，過度の弱者救済でも制
度は機能しない。このため経営者は関係者の利害を調整し，倫理的レベルで正当化可能な意思
　　　　　　　　　　　ω決定をしなくてはならない。そして功利主義の問題点や代替案の有効性についても考慮した上
で，よりよい意思決定をしたことを明確にすることなしには，真に倫理的結果を導くことはで
　　（4P
きない。この際には，まず第一に明確な事実について関係者に納得させ，それに対する様々な
倫理理論が解決策になりうるものか，さらに法律等との関係で問題がないかを明らかにする必
要がある。
3－3　生命保険会社の企業倫理
　生命保険会社は大量性要件を充足させるための販売政策を導入するにあたり，各種の制約条
件を考慮した上で，倫理的レベルでの正当性についてまで明確にする必要があった。しかし，
この点を曖昧にしたまま販売活動を拡張させ続けたため，契約獲得自体が目的化し，保険会社
内部，さらには契約者を含めた社会全般の保険制度そのものに対する認識を混乱させる事態に
至った。この結果，販売慣行に伴う様々なトラブルが発生し，保険に対する信用が低下し，制
度そのものを崩壊させかねない状況を引き起しつつある。この状況を改善するためには，まず
は経営者レベルから販売政策を倫理的課題事項として認識し，これに対応可能な経営指針を明
　　　　　　　　㈹確にする必要がある。
　生命保険会社は業務内容から，特に倫理的レベルの正当性のある行動をし，その正当性を明
40）関係者の利害を調整し，倫理的に正当化可能な意思決定をする方法についてはShaw＝Barry〔1998〕p．72
　　を参照のこと。
41）例えば，大量販売は濫売ではなく，保険団体全体のためのもので，社会的効用を高めていること，販売に
　　伴う非倫理的行為の正当化可能性がないこと等を証明する必要がある。また，長期的に全関係者の権利を
　　守り，特に社会的弱者や少数派の権益にも配慮するための功利主義の修正としては残余市場の創設が有効
　　である。これにより付保可能性が高まり保険の社会的効用が高まるだけでなく，市場の効率化にもつなが
　　る。
42）Carrollはマネジメントの倫理に対する3つのアプローチをあげる。道徳的なマネジメントが理想であるが，
　　現実にはこれと対極的な，倫理を不要と考える非道徳的なマネジメント（immoral　management）が存
　　在する。さらに道徳観念のない（道徳的でも非道徳的でもない）マネジメント（amoral　management）
　　が存在し，意識的なものと無意識なものにさらに分類され，前者は「意図的に道徳に無関心なマネジャー」
　　と呼ばれるが，今日では少数派になっている（Carroll〔1996〕pp．119～140）。同稿は1987年に発表され
　　た原稿を修正したものであるが，1987年の初出の段階ではこのようなマネジャーが圧倒的多数とされてい
　　た（Carroll〔1987〕p．12）。
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表3－3　マネジメントの道徳性と企業の社会的貴任についての見解の3つのモデル
企業の社会的責任を定義づける構成要素
マネジメントの道徳性のモデル
経済的責任 法的責任 倫理的責任 フィランソロフィックな責任
非道徳的なマネジメント ＊＊＊ ? ?
道徳観念のない（道徳と無関係な）マネジメント ＊＊＊ ＊＊
? ?
道徳的なマネジメント ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
ウェイト付け記号：＊　　＝最小限の考慮（見かけのみ）
　　　　　　　　　＊＊　＝中程度の考慮
　　　　　　　　　＊＊＊＝著しい考慮
出所：Carrol1〔1996〕p．129
　　　　　　　　　　　　　㈲確にすることが求められる。しかし，相互主義や公共性に対する一般的な認識との違いから生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲じた価値基準の混乱があり，フィランソロフィックなレベルの責任への関心が先行しやすい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲そして，生命保険会社自体も「理念としての相互扶助精神」を社規や社則に採り入れて，フィ
ランソロフィックなレベルの正当性を強調するものの，本来明確にすべき倫理的レベルの正当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲性については言及を避けてきた傾向にある。さらに，保険団体全体としての収支の安定と個々
の契約者の負担の公平は表裏一体の関係にあるものの，両者は区別して扱われるべきものであ
㈲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
る。しかし保険団体の収支の安定が個々の契約者の負担の公平に先行させる傾向にある。この
43）生命保険協会では1991年に金融機関としての自己責任と社会公共使命の認識のもとに「生命保険事業にお
　　ける行動規範」を定め，①公共と公平の原則，②信義・誠実の原則，③社会調和の原則という基本原則・
　　各則にもとづき，その具体的行動指針として「資産運用における行動規範」と「顧客情報取扱いにおける
　　行動規範」を定めた。その後の社会情勢の変化に対応するため，1997年には改訂も行われている。さらに
　　1998年12月の保険業法施行規則での法制化にあわせ，1999年度から生命保険会社のディスクロージャー項
　　目に「法令遵守の体制」が加えられた。ディスクロージャー誌での記述によると，各社により取り組みは
　　様々だが，基本方針を定めた倫理綱領が作成され，社内に倫理委員会を設置するといった制度化が進んで
　　いる会社が多い。しかし，社内での具体的な実施状況や賞罰規定まで明確にしている会社はわずかである。
　　また，法律を守ることに言及するのみにとどまる会社も少なくない。だが，生命保険会社には非常に高い
　　レベルの企業倫理が求められていることは確かである。例えば，エージェントが顧客に対し保険以外の代
　　替案を示さないことは倫理的かどうかを問題としたアメリカのケースはその一例である（Holley〔1998〕
　　p．427）。またCarson〔1998〕もエージェントに関連した同様のケースを取り上げている。
44）一般的な助け合いと保険業界での助け合いの意味の違いについては，田村〔1996〕p．29を参照のこと。
45）保険の制度理念を相互性に求めようとする伝統的立場や保険をたすけ合いの制度として積極的にPRして
　　ゆこうとする傾向も目立っている（水島〔1999〕p．11）。
46）印南〔1967〕は一「保険は人類相愛という高い理想を実現している経済施設であって，人類とともに永遠に
　　栄えるべき存在なのである，という主張をしばしば見聞する。いかにも保険の理念には，ある永遠的なも
　　のが含まれているが，われわれが現に見るような保険の形態は資本主義的な経済関係の出現に伴って現れ，
　　個人主義的な経済関係を本質的な前提とするものである（p．12）」と指摘する。同様に，水島〔1999〕で
　　は「保険業界のPRや保険募集の段階でたすけ合いが強調される場合，営業としての保険引受という本質
　　的側面がないがしろにされる危険性がある（p．11）」と指摘する。
47）これは収支相等の原則と給付反対給付均等の原則の関係を示すものである。両者の関係の詳細については
　　印南〔1951〕p．12を参照のこと。
48）水島〔1999〕p．26。
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ため，現実には生命保険会社の収益を優先することを正当化させるために，保険団体の収支の
安定を図る販売政策をとっている可能性を否定できない。
　契約者が不測の事態における経済的困窮に備え保険に加入するのは，正義論的発想で，各人
に見合った保険料負担をすることは権利論によっても正当化される。これに対し，保険団体全
体としての収支の安定を図ることは功利主義的であっても，生命保険会社が企業としての収益
を確保するために行う販売活動は，自社の利益の最大化をめざすもので倫理的利己主義とも言
　㈲える。しかし生命保険会社は販売政策導入指針を功利主義的根拠から正当化させている。この
ように，契約当事者双方の保険取引への参加動機は根本的に異なる。そして，両者を仲介する
　　　仰1営業職員の保険取引への参加動機はさらに異なる。このため，生命保険会社の経営者としては，
販売政策導入指針を功利主義により理論上正当化できるとしても，取引過程で生じる関係者の
利害の対立に倫理的レベルで対処し調整を図ることなしには，販売慣行をめぐるトラブルの根
本的な解決には至らないことを認識する必要がある。また，加入に際して十分な情報提供を行
い，契約者の理解を得ることが全ての前提となる。
　販売政策をめぐる問題は，生命保険会社全体に関わる倫理的課題事項と捉えられる。このよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹うな問題に対処していくためには，経営者は非倫理的であるのは当然で，さらに企業倫理の制
　　　　　　　　　励度化を積極的に推進し，倫理的課題事項に対処可能な社内体制を整備していく必要がある。
4．むすび
　販売政策をめぐる問題は，保険技術的制約との関係から，保険団体と個々の契約者の関係，
　　　　　　　　㈱）さらには保険本質論に逆上る根源的な問題につながる。生命保険会社としてはこのような問題
を倫理的レベルから捉えなおし，リスクとして積極的に対処せざるを得ない状況になってきて
いる。
　近年は生命保険会社の経営環境は激変し，生命保険会社そのものの経営が変化せざるを得な
い状況にある。しかし保障機能の重要性に変化はなく，この機能を果たす上で販売業務は不可
欠である。保険商品が多様化し，各社の戦略も多様化するにつれて，生命保険会社に対する評
価指針も従来通りの死亡保障についての保有契約高だけに限定できなくなっている。このよう
な状況においては，量的拡大によるベネフィットを唯一の根拠として正当化されてきた従来通
49）相互会社の場合でも同様である。注16を参照のこと。
50）今後増加が予想される保険仲立人の保険取引への参加動機は，生命保険会社と契約者との関係から，営業
　職員のものとはさらに異なると想定される。
51）非倫理的でないことを倫理的と思い込むのは危険である（Carrol1〔1991〕p．48）。また組織全体の倫理的
　な雰囲気を向上させるためには，トップ・マネジメントのリーダーシップが大切である（Carro11〔1996〕
　P．166）。
52）個別企業での企業倫理の制度化の主要方法にっいては中村〔1998〕p．178を参照のこと。
53）保険本質論を含む保険論のパラダイムにっいては箸方〔1992〕を参照のこと。
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りの販売政策は修正を余儀なくされる。しかし，どのような形態をとるにしても，倫理的レベ
ルで正当化可能な販売政策導入指針に従い，関係者の利害を調整し制度を円滑に機能させなく
　　　　　　㈲
てはならない。
　倫理的課題事項は，法律や規則に違反していないかどうかだけを基準にしていても解決のつ
かないものであるが，企業をめぐりこのような問題が増加している。企業がこのような問題を
リスクとして把握し対処していくためには，まずは企業活動を普遍性のある善悪の価値基準の
枠組みの中で再評価，再編成していくことが有効である。また販売慣行をめぐるトラブルを防
止する前提として，契約者に対して十分な情報提供を行い，制度についての理解を得る必要が
ある。それに加えて，さらに広く社会全般に対して保険制度についての理解を促進させ，保険
制度の存在意義を認識させる必要がある。そのためにも，企業倫理の制度化による社内体制の
整備が不可欠と言える。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲　公的規制と業界の自主規制と個別企業の企業倫理は相互に補完しあうものである。このため
従来関心が低かった企業倫理にも配慮することで，公的規制や自主規制の効力も高まると考え
られる。経営者の経営判断における倫理的配慮は重要であり，倫理的課題事項への積極的な取
り組みが求められる。
54）販売チャネルと多様化についてはDorfman〔1998〕pp．124～131等を参照のこと。ところで販売チャネル
　　としてのエージェント・システムとダイレクト・レスポンスにはそれぞれ長所と短所があり，どちらか一
　　方のみを絶対視することはできない。例えば，ダイレクト・レスポンスよりもエージェント・システムを
　　使用する方が保険犯罪の発生が少ない，という仮説も証明されなかった。つまり，保険犯罪を防止する上
　　で，契約者とエージェントが親しい関係にあればモニターできるので抑止力となるという見解は支持され
　　なかった，ということである（Colquit＝Holy〔1997〕p．465）。
55）全米生保協会（ACLI）は多くの主要な保険会社に対する集団訴訟を導いた非倫理的販売慣行に対処する
　　ため1998年に「保険市場行動基準協会（lnsurance　Marketplace　Standards　Association（IMSA）」を
　　設立した。ここではエージェントが遵守すべき倫理的市場行動に関する六原則を策定し，会員企業にその
　　遵守を求めている。設立一年での評価は概ね好意的なものである。しかし現場レベルからはこの原則は「ビ
　　ザンチン様式の建物のようなルール」であり，より実践的な基準を求める声もあがっている。また，消費
　　者からは個別相談に応じることへの要望が強い（Goch〔1999〕pp．29～31）。
56）例えば，営業職員に対する専門知識を高めるための教育体系を整備するならば，それに見合った倫理教育
　　を行う必要がある。経営者には，保険の有用性を維持するための倫理的配慮も求められる。
57）エプスタイン〔1996〕p．188。
58）アメリカでは，保険会社の経営者が誤った経営を行ったり，詐欺的行為に従事したり財務上の不正行為を
　　した場合に厳格な処罰を課すことを目的とする，1994年保険詐欺防止法（lnsurance　Fraud　Prevention
　　Act　of　1994）が存在する。このような法律の存在により，経営者は自らが倫理的になることを求められ
　　ていると言える。この法律の導入経緯と詳細な内容についてはβお総Reviezv（P／C），Mar．，1998，
　　pp．55～58を参照のこと。これに対し「1991年連邦量刑ガイドライン（Guidelines　for　Organizational
　　Defendants－1991）」における「個別企業の法律遵守プログラムに対する積極的評価」は経営者の倫理的行
　　動を支援するものと言える。
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